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防災スペシャリスト養成の今後の研修の改
善の方向にeラーニングを公開し、広く多くの
人の能力向上を図ることが挙げられた。
また、令和元年からの地域研修の仕組みの
なかで、地域の負担を減らし、地域が自立し
て研修を行えるよう、公開用eラーニングの活
用を設定した。

平成25年度以降のeラーニングに関する検討の流れ 資料３-１

 平成25年度以降の企画検討会におけるeラーニングに関する検討の流れは下記の通りである。

職場内研修

（職員）

（職場）

自己啓発
• 職員への動機づけ、意識づけ
• 自己啓発の支援

人事制度

（人事部門）

• 研修機会の提供
• 自己啓発の支援

• 人的ネットワーク
構築支援

• 研修機関との連携
• 成果の活用

相互 連携

• 人事部門による職員への
動機づけ、意識づけ

• 成果の活用

職員の意識づけ 成果の活用

都道府県が提供する研修
他の研修機関が提供する研修

被災地への職員派遣 等

（職場外研修）（職場内研修）

クラウド交流

eラーニング
（独学）

有明研修

出前研修

OJT研修
（内閣府防災に勤務）

交流事業
（成果発表会、被災地調査、

カンファレンス等）

内閣府研修

訓練指導者養成

サービス・ラーニング型中心

地方９ブロックにおいて研修

都道府県職員が対象の中心

フォローアップおよび人的ネット
ワーク強化・充実

人的ネットワーク構築
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「防災スペシャリスト」
育成体系に、独学で
の能力向上の場とし
てeラーニングを位置
づけた。

基礎的な知識につい
て、どこでも自ら学習
できるように、学ぶ機
会の増大に資するe
ラーニングを整備す
ることが次年度以降
の検討項目として挙
げられた。

eラーニングの目的を
次の２つとし、段階的
に整備を進めること
とした。
①有明の丘研修の

受講資格を取得
する

②関連付けられた知
識を身につける

平成27年度は、主にe
ラーニングのコンテン
ツの検討を行った。
平成28年度は、クイズ
（テスト）の効果的な実
施を検討し、テストを収
集・作成してテストバッ
テリーとして今後蓄積
することとした。

平成28年度は、eラーニング用に作成したテストを利用し、研
修効果を高めることを目的に、研修で学ぶ基礎的な知識に
ついて確認するための「事前学習」をメールにて実施。
平成29年・平成30年度のLMSを利用したeラーニングの試行
を経て、現在も継続してeラーニング「事前学習」を実施中。

令和元年度以降の対応方針

①公開用eラーニング実施にあたって
の課題の検討

②地域研修の「研修指導要領」や「標
準テキスト」を整備し、公開用e
ラーニングに反映

多様性を確保する：
専門的能力のある職員がバランスよくいる

対策立案

被災者支援

警報避難

総合監理

すそ野を広くする：
防災基礎能力のある職員※３が多くいる

災害への備え人材育成

復旧・復興

指揮統制

応急活動・
資源管理

主峰を据える：
能力の高いリーダー

がいる

防災基礎

頂を高くする：
一人一人の能力を高くする

成長する仕組み
を作る：

組織内に学びの
仕組みがある

※１：首長、防災監・危機管理監、各部局のトップを主に、加えて

本部運営の中枢的役割を担う職員を対象とする

※２：個別課題の対応に専門的に従事する職員を対象とする

※３：防災活動を行う上での枠組みや最低限理解しておくべき基

礎的な知識を習得した職員

※１

※２

• 地方が研修を自立して実施

内 閣 府

地 方

研修プログラムの設計・開発
【内閣府で実施】

地域研修（仮称）の企画・運営
【内閣府⇒地方に段階的に移行】
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•地域別総合防災研修カリキュラム
•講師派遣
•研修テキスﾄ、テスト、アンケート
•募集事務、研修準備
•研修当日運営、結果まとめ

•基本形カリキュラムの設定

•地方プログラム（開発）
研修指導要領
標準テキスト
テスト

•講師養成プログラム開発
•講師養成コース開発
•公開用ｅラーニング開発
•研修の能力評価

移
行
期
間

将
来

地域研修（仮称）を実施しながら
地域研修（仮称）のあるべ
き内容、望ましいスキーム
を把握

• 内閣府が研修を企画・運営（地域別総合防災研修）

• 企画調整
• 会場確保
• 募集事務
• 運営
• 講師調整
• 公開ｅラーニングの活用

• 「基本形」カリキュラムの提供
• 主たる運営を実施

内 閣 府

• 企画調整
• 会場確保
• 募集事務

• 「地方プログラム」の提供
• 企画調整支援
• 講師紹介、派遣支援
• 運営支援

内 閣 府
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